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（報告事項エ） 

 

松本市個人番号の利用（市独自利用）事務の追加について 

 

１ 趣旨 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）に規定されている事務（法定事務）

以外で、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税又は防災に関する事務

その他これらに類する事務については、各地方公共団体が条例で定め、個人情報保

護委員会へ届け出ることにより、独自に個人番号の利用を行うことができます（番

号法第９条第２項）。個人番号の利用により、国民健康保険の被保険者資格をマイ

ナ保険証から確認することができ、被保険者を対象とする健診事業等を過誤なく実

施することが可能となります。 

  令和５年１２月議会において、松本市個人番号の利用に関する条例（平成２７年

条例第６７号。以下「条例」という。）第４条に規定する個人番号を独自利用する事

務に、健康づくり課所管の事務を追加しましたので、その概要について報告するも

のです。 

 

２ 追加する独自利用事務 

  令和６年に現在の健康保険証が廃止され、マイナ保険証に移行することに伴い、

次の国民健康保険被保険者資格の確認を行う必要がある事務を、独自利用事務に追

加するもの 

 ⑴ 人間ドック又は脳ドックの受診に係る費用の助成に関する事務 

   過去実績 

年度 助成数 

令和２年度 ２，０７７人 

令和３年度 ２，３１４人 

令和４年度 ２，４０９人 

 ⑵ 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する事務 

   過去実績 

年度 特定健康診査

（集団健診） 

特定保健指導 

（利用者数） 

令和２年度 ３，１８９人 ６３７人 

令和３年度 ３，４８４人 ７１８人 

令和４年度 ３，８０４人 ６４１人 

 

３ スケジュール 

⑴ 条例改正             令和５年１２月２２日 

⑵ 個人情報保護委員会へ届出書の提出 令和６年 １月 ５日 

⑶ 個人番号の利用（情報連携）開始  令和６年 ９月（見込み） 


